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略称 

 

BEE : Black Economy Empowerment 南アフリカで用いられている黒人優遇政策 

B-BBEE : Broad-Based Black Economy Empowerment2015 年 5 月に改正された。BEE と表現

されることも多く、本文のなかの BEEはこれをしめす。 

CoGTA : Department of Cooperative Governance Traditional Affairs 地方自治省 

DWS:Department of Water and Sanitation 水省(2014年に DWAから名称変更) 

DWA:Department of Water Affairs 水省(2013 年まで) 

DPR:Direct Potable Reuse 下水再生水直接飲用 

EWS:eThekwini Municipality Water and Sanitation Unitダーバン市水道衛生局 

IPR: Indirect Potable Reuse下水再生水間接飲用 

PPP: Public Private Partnership 官民連携により実施される事業 

RFP：Request For Proposal 提案依頼書 

SALGA：South Africa Local Government Association 南アフリカ自治連合 

 



 

3 

 

図表 

 

図 1 ダーバン市予測による南部における水の需給バランス予想(市提供) 

図 2 適用技術に係る設備概要図 

図 3第 1回現地活動の様子 

図 4ダーバン市の下水処理場とＡ下水処理場 

図 5 9月 26日に見学したダーバン市の上下水設備と分析ラボ 

図 6 セミナーの様子 

図 7 Windhoakの水源と配水システム 

図 8 Windhoak再生水プラントの(a)旧システムのフロー (b)現システムのフロー 

図 9 Beaufort West再生水プラントプロセス 

図 10 南ア PPP 承認プロセス（財務省規定） 

図 11 ダーバン市省エネ海水淡水化システムプロジェクトにおける PPP スキーム 

図 12 技術別海水淡水化市場規模予測(GWI) 

図 13 省エネ海水淡水化システム普及計画 

 

 

表 1事業実施体制 

表 2現地活動日程とその内容・要員 

表 3技術紹介セミナー構成 

表 4金融機関ヒアリング先一覧 

表 5金融機関ヒアリング結果比較 

表 6中央省庁関連部署ヒアリング 

表 7委託調査業者比較 

表 8 B-BBEE要素とポイント 

表 9 BEEレベル分類 

表 10南アフリカでの下水再生プロジェクト（DWA,2011）



 

4 

 

1.事業の概要 

1.1課題・背景・目的 

南アフリカ共和国は降雨量が 500mm/年と少なく水不足が国全体の問題である。南アフリ

カ共和国 2番目の 360万の人口を持つダーバン市はアフリカ有数のリゾート地でありなが

ら、トヨタ自動車の工場などもある工業地帯を有する。また、サブサハラ地区最大の貿易

港を持つアフリカ有数の都市化が進んだ地域であり、人口増加や経済発展により年々水へ

の需要が高まっていることから、ダーバン市は慢性的に水源が不足しており、ダーバン市

の予測によると、図 1 にように 2019 年に深刻な渇水状態になることが見込まれ、市にと

って大きな課題となっている。 

 

図 1 ダーバン市予測による南部における水の需給バランス予想(市提供) 

(SAC : South Coast Augmentation, TOTI:浄水場の名称) 

 

そのため、ダーバン市は 2019年の渇水に備え、飲用向け下水再生水プロジェクト 2件、

海水淡水化プロジェクト 2件を計画している。提案企業の有する海水淡水化システムを導

入することで、一般的な逆浸透膜を利用した海水淡水化システムより低い運用コストで水

不足を解決することが可能となる。安定した水の供給は市民の生活の向上、経済発展、工

業発展に貢献することが期待できる。 

 また、同システムは同国全域における水不足にも貢献する可能性を秘めており、政府の

理解促進をはかるとともに、ケープタウンなどほかの地方政府によるニーズを確認するこ

とで、更なる裨益効果を生み出す可能性を有している。 

 日立製作所は水ビジネスなどの社会インフラ事業をグローバルに展開する方針である。

南アフリカ共和国では 2012 年に南部アフリカ開発銀行と水インフラにおける協力を目的

として民間企業として初めて MOUを締結し、南アフリカ共和国での水インフラ事業拡大に
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向けた活動など積極的に活動している。本事業では省エネ海水淡水化システム

「RemixWater」をダーバン市に導入し水インフラ建設・給水事業に参入してビジネスを行

うと共に、南アフリカ共和国における日立の水インフラビジネスの拡大のきっかけとする

ことを目的とした普及促進を実施する。 

省エネ海水淡水化システム「RemixWater」は下水処理再生プロセスと、海水淡水化プロ

セスの統合システムである。そのため、①下水処理水の利用許可 ②土地の使用許可 ③

建設許可 ④海水の利用許可 ⑤海洋土木許可 ⑥環境アセスメント、⑦ＰＰＰ事業給水

許可など、上下水関連部署以外に自治体の複数の部署の検討を経て、許認可を取得する必

要がある。 

 一方、インフラビジネスを実施する場合には、日本政府の資金面のバックアップと南ア

国およびダーバン市の信頼を得て、適切なビジネスモデルを構築し、確実に進める必要が

ある。そのため、南ア国およびダーバン市の関連制度・法令の理解、先方による日本の制

度の理解が不可欠である。 

 このように、南アおよびダーバン市が技術とその必要性を理解すること、日本の制度を

理解することが、ビジネスの実現に向けて不可欠である。 

本事業では RemixWaterの技術、ビジネススキーム、日本の支援制度をダーバン市および

関連組織が理解し、導入に向けた道筋をつける目的とする。 

 

1.2対象地域 

ダーバン市、ヨハネスブルク市、プレトリア市 

 

1.3相手側実施機関 

ダーバン市、南アフリカ共和国 水・衛生省（DWS）など 

 

2.事業の実施方針・方法 

2.1実施方針 

ダーバン市を実施対象機関とし、同機関に対して省エネ海水淡水化システム

(RemixWater)の導入を図ることにより、同技術に対する実施機関の理解を促すと共に、ダ

ーバン市での導入可能性の検討を行う。 

  

2.2実施方法 

現地でのセミナーもしくは面談により技術普及促進業務を実施する。 
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2.3業務フロー 

 業務フローを以下に示す。

日立ヨーロッパ社による事業先

との面談・セミナー調整 

現地活動（１回目） 

業務従事月報（１部）・進捗報告

書（メール）の提出 

業務完了報告書（ドラフト） 

業務完了報告書 

業務中間報告 

(第 3 回進捗報告書にて) 

現地活動（２回目・３回目） 

業務従事月報（１部）・進捗報告

書（メール）の提出 

現地活動（４回目～６回目） 

業務従事月報（１部）・進捗報告

書（メール）の提出 

業務スタート 



 

7 

 

2.4 事業実施体制 

表 1 に事業実施体制をしめす。 

表 1 事業実施体制 

氏名 担当業務 所属 活動回* 

市毛由希子 

全体取り纏め、 

事前準備、技術講義、成果物取

り纏め 

（株）日立製作所 1,2,3,4,5,6 

上林 功治 
南ア・日本間調整(スケジュー

ル・状況確認) 
（株）日立製作所 ― 

壬生 勝泰 
事業モデルの財務分析/リスク

分析 
（株）日立製作所 2,4 

清水 勝彦 
資金調達計画の策定/事業実施

スケジュール 
（株）日立製作所 5,6 

山口 貴史 
技術検討 

（株）日立製作所 
1,3,4 

田中 章浩 
ファイナンス検討 

（株）日立製作所 
2,3,4 

吉富 聰 
南アフリカ共和国側 

取りまとめ 

（株）日立ヨーロ

ッパ 
1,2,3,4 

Dlengezele 

Nosizwe  

本プロジェクト説明・スケジュ

ール調整 

（株）日立ヨーロ

ッパ 
1,2,3,4 

Fasemore 

Olufemi  
技術講義 

（株）日立ヨーロ

ッパ 
1,2,3,4,5,6 

菊川 志人 セミナー会場準備・運営 
（株）日立ヨーロ

ッパ 
1,2,3,4,5,6 

*活動回は表 2を参照のこと。 

 

なお、上記団員に加え、以下の各氏は日立の負担により参加した。 

 

＜第 1回＞ 

奥野裕 日立製作所 インフラシステム社 水・環境ソリューション事業部 グローバル

水ソリューション本部 副本部長 

＜第２回＞ 

横山彰 日立製作所 インフラシステム社  

水・環境ソリューション事業部 副事業部長   

水・環境ソリューション事業部 グローバル水ソリューション本部 本部長 
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西村弘 日立製作所 インフラシステム社  

水・環境ソリューション事業部 グローバル水ソリューション本部  

ビジネス開発部 部長  

 

2.5 現地活動日程 

 

表 2に現地活動日程とその内容・要員を示す。 

 

表 2 現地活動日程とその内容・要員 

 

その他、日本国内においても国内外の金融機関と南アフリカにおけるファイナンス状況な

どのヒアリングを行ったので後述する。 

 

本事業では下記調査を再委託することで、事業普及促進活動の加速化を図る。 

    ・南アフリカ国における B-BBEE(Broad-Based Black Economic Empowerment)法調

査とサマリ 

活 動 ｽｹｼﾞｭｰﾙ 活動内容 要 員 

現地活動 1 2014/9/23-26 ダーバン市への JICA 事業内容説

明、ダーバン市現地調査 

日 立 ヨ ー ロ ッ パ ： 吉 富 、

Delengezele、Fasemore、菊川 

市毛、山口、奥野 

現地活動 2 2014/10/24 ダーバン市関係部署への技術、

PPP/Finance、ビジネスモデル理解

促進 

吉富、Delengezele、市毛、田中、

山口、壬生 

現地活動 3 2014/11/19-25 地 場 ・ 開 発 銀 行 へ の 技 術 、

PPP/Finance、ビジネスモデル理解

促進・ダーバン市面談 

吉富、Delengezele、Olufemi、市毛、

田中 

現地活動 4 2015/3/8-14 地 場 ・ 開 発 銀 行 へ の 技 術 、

PPP/Finance、ビジネスモデル理解

促進・ダーバン市打合せ・南ア市

場調査のための現地調査会社(コ

ンサル等)打合せ 

Olufemi、菊川、市毛、田中 

現地活動 5 2015/4/21-25 中央省庁技術 PR・南ア市場調査の

ための現地調査会社(コンサル等)

打合せ 

Olufemi、菊川、清水、市毛 

現地活動 6 2015/7/27-30 ダーバン市・JICA南ア事務所への

事業終了報告 

Olufemi、市毛、 
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    ・南アフリカ国（ダーバン市含む）における上下水 PPP事例調査 

        ・南アフリカ国における DPR/IPR事例調査 

 

3.技術普及促進活動 

3.1  省エネ海水淡水化技術(RemixWater)概要 

 

本技術は、NEDOの「省水型・環境調和型水循環プロジェクト」の一環として、「海水淡

水化・下水再利用統合システム」をウォータープラザ北九州にて実証され、2011年4月から

2014年2月まで約3年にわたる安定運転で国内においてその技術を確立した。本技術は、逆

浸透（RO）膜を利用した海水淡水化システムより省エネ・低環境負荷であることから、原

水を下水のみに限定せず「海水淡水化・水再利用統合システム」として、現在国内外の水

不足地域の沿岸部において、EPC（設計・調達・建設）から給水事業までをターゲットとし

た展開が見込まれる。 

以下、本省エネ海水淡水化技術について述べる。RO膜を利用した海水淡水化システムは、

海水に含まれる塩分を取り除くためのRO膜を用いた脱塩工程において、塩分濃度による浸

透圧以上の圧力で海水をRO膜に供給する必要があることから、高圧ポンプを用いておおよ

そ6～7MPaという高圧を海水に与えてRO膜を通過させている。運転コストの約50％を高圧ポ

ンプが消費する電気代が占めており、消費電力量が非常に多いことが課題である。また、

脱塩工程では、脱塩水を得られると同時に、高濃度の塩水(海淡系RO濃縮水)を排出する仕

組みとなっており、常時約7%という高塩濃度の濃縮水を海洋に排水することとなる。この

濃縮水による環境への影響も課題である。 

本技術では、海水淡水化と、水再利用のプロセスを統合させることで省エネ・低環境負

荷を達成している。具体的には、水再利用プロセスの下水系ROから排出される極めて低い

塩濃度の排水系RO濃縮水と海水とを混合し、海水淡水化プロセスの海淡系ROに供する水の

塩濃度を下げることで浸透圧を低下させ、結果的にROに供する海水に必要な圧力を3～4MPa

に低下させて省エネを図るものである。同時に海洋に放出される海淡系RO濃縮水の塩濃度

を約3.5%とほぼ海洋と同等の濃度に低下させることで、海洋環境への影響を抑えたシステ

ムとなっている。図2に適用技術に関わる設備概要図を示す。 
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図 2 適用技術に係る設備概要図 

 

3.2 ダーバン市への事業説明・報告と現地調査 

 

第 1 回目の現地活動として、9 月 25 日にダーバン市へ本事業の説明を行った。その様子

を図 3 に示す。市からは本事業を歓迎すること、予定通り進めてほしいとコメントがあっ

た。また、10 月に 2 回目の現地活動として、市の関係者が本技術を理解するためのセミナ

ーを実施することについて合意し、そのために市は幹部の出席を約束した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 第 1回現地活動の様子 

 

9月26日(金)には、市より水インフラ概要と水事業の紹介があった。以下、プレゼン内容

について簡単に述べる。ダーバン市はWater Board(地域の浄水場、配水を管理する機関。

DWSの下位組織。)のUmgeni Water(ダーバン市、ピータマリッツブルグ市などに向けの浄水

場の建設、運営、配水を実施)から85万m3/日のバルク水を提供されているが、その他自前

で5箇所の浄水場を所有しており85万m3/日を約100万人に供給している。配水ネットワーク

海水 生産水

濃縮水
（海洋放流）

海淡系RO前処理

塩濃度7％

6～7MPa

p

塩濃度3.5％

海水

濃縮水
（海洋放流）

海淡系RO前処理

3～4MPa

排水

生産水

排水系RO
一次・二次処理

＋前処理

排水系RO濃縮水

p

導入後：海水淡水化・水再利用統合システム 導入前：従来の海水淡水化システム 
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の総延長は15,000kmであり、280の貯水地が含まれている。下水に関しては、27箇所の排水

（下水、産業排水）処理場を運営管理し、総延長約8,000km (ほぼ同じ人口規模の横浜市で

は約11,000km) の管網を整備、45万m3/日の下水・排水を収集・処理している。市の全体の

浄水サービスのカバー率は人口の92.6%（カバーできない場所はInformal Settlementと

Rural地域）、下水サービスのカバー率は人口の78.8%である。 

本省エネ海水淡水化システムの導入サイトとして、市はＡ下水処理場を選定している。

図4のダーバン市地図の中の薄緑の四角で示した地点は、ダーバン市が管理運営している下

水処理場である。Ａ下水処理場 はインド洋に面したダーバン市領域のほぼ中央に位置する。

1956年から運用を開始し、設計処理容量は13万m3/日、実運転容量は8万m3/日である。なお、

運転容量は周辺の人口増加に伴い増加傾向にある。処理水は大半を生活用水が占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 ダーバン市の下水処理場とＡ下水処理場 

（出展：ダーバン市作成・提供） 

 

26 日の現地活動では、さらにサイト予定のＡ下水処理場と近くにあるＢ下水処理場を、

29 日にはその他下水処理場や、市の所有する水質分析室を見学した。図 5 に各種施設を示

す。 

 

 

本図には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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Ａ下水処理場                Ｂ下水処理場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ下水処理場                 分析ラボ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ浄水場                Ｅ下水処理場 

 

図 5 9月 26日に見学したダーバン市の上下水設備と分析ラボ 
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3.3  ダーバン市での技術紹介セミナー 

 

2回目の現地活動として、2014年 10月 24日にダーバン市の HILTONホテルにてセミナー形

式で省エネ海水淡水化システムを紹介した。午前はエグゼクティブ向け(Deputy Manager, 

Senior Manager クラス。Finance や Investment、Energy 部門からの出席あり)。午後はプ

ロフェッショナル向け(Manager から Engineer、一部 Senior Manager クラス)を対象とし、

合計 2回開催した。セミナー構成を下記表 3に、セミナーの様子を図 6に示す。 

 

表 3 技術紹介セミナー構成 

時間 項目 発表者 

9:30 オープニングスピーチ 日立ヨーロッパ社 ヨハネスブルグオフィス 吉富

聰所長 

9:40 ダーバン市挨拶 ダーバン市水道衛生局(eThekwini Municipality, 

Water and Sanitation Unit)  

Commercial And Business Unit  Mr.Dhevan 

Governder シニアマネージャ 

10:00 日立の水ビジネス 横山彰 

10:15 ダーバン市における省エネ

海水淡水化プロジェクト 

1. 技術紹介・ダーバン市における本技術導入のメリ

ットについて：市毛 由希子 

2. PPP 事業ストラクチャーについて：壬生 勝泰 

3. 水インフラ PPP におけるファイナンスアレンジ

メントについて：田中 章浩 

10:45 JICA紹介 JICA 南アフリカ共和国事務所 菅籐裕子企画調査

員 

11:10 日立の社会貢献活動 日立ヨーロッパ社  ヨハネスブルグオフィス 

Ms.Nosizwe Delengezele Manager 

11:20 質疑口頭 ― 

11:30 閉会 

 

オープニングスピーチでは、南アフリカ事務所所長の吉富より、南アフリカにおける日

立概要、ダーバン市と日立の今までの関係について説明があり、ダーバン市が日立の技術

に強く興味を持っていること、特に本技術の導入について積極的に検討していることに対

する感謝の言葉と、今後の本技術の導入に向けた活動の推進について更なるご協力を述べ

た。 

ダーバン市からは、今までの日立の活動について感謝の言葉とともに、南アの水不足の

状況について「南アフリカの持つ国の問題は HIVとエネルギーがあるが、次の Crisisは水
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である」と表現し、水不足は国にとっての緊急課題であるとの説明があった。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 セミナーの様子 

 

セミナーは全体を通して非常に雰囲気良く、質疑応答も活発であった。主要なコメント・

質問を下記に示す。 

- アイデアは非常に素晴らしい。下水再生水と海淡を組み合わせということでプロセスが

やや複雑なため、ダーバン市での運用は難しい。BOT ではなく BOO でのプロジェクトを

勧める。（Investment の Senior Manager） 

- 薬品コストが Conventional Desalination より RemixWater の方が高いがその理由は？

⇒(回答)下水由来の水を利用しているため、有機物の問題でどうしても従来海淡よりも

多くなる。ただし、我々は 3年間の実証試験において、初年度では差圧上昇を抑えられ

なかったが、2年目以降は差圧を抑えつつ薬注量を最適化出来た。 

- 造水単価はダムとは比較していないのか？⇒（回答）今回は基礎検討のため水道衛生局

の依頼により、従来海淡と Remixの比較のみである。 

- 下水再利用とコスト比較するとどちらが高い？⇒（回答）RemixWater の方が高くなる。 

- 下水再利用の方が安いのでは、RemixWater の利点は何か？⇒（回答）下水再利用の課題

は、下水原水の約半分程度しか再利用できないことである。水不足が深刻な地域では十

分な下水原水が賄えないことがある。その場合、個別に海淡を導入するよりも

RemixWaterを導入したほうがコストが安くなる。 

- 内陸部にある工業地帯からの排水に困っておりまともに処理もされないまま河口に流

されている。それらに対するソリューションが無いか？⇒（回答）水質に応じて異なる。 

- Ａ下水処理場近辺の住民は環境意識が高い。景観を損なう構造物は反対に合うので注意

が必要。現在Ａ下水処理場は 1次処理のみで放水しているが問題になっている。下水処

理場は 2次処理まで実施するようにとの国の方針もある。 

 

3.4  金融機関への技術説明と自治体水インフラ事業に関する銀行ヒアリング調査 

 

本事業では、南アの自治体を対象として PPP をスキームとした水インフラ事業に参入・

拡大していくため、金融機関のヒアリングを行った。具体的には表 4に示す銀行である。 
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表 4 金融機関ヒアリング先一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）ファイナンス関連 

ファイナンス関連では以下のようなコメントが得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 

本節には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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ｂ）事業モデル関連 

下記事業ストラクチャに関して得られたコメントを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

本節には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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c)金融機関比較 

表 5に金融機関ヒアリング結果比較を示す。 

表 5 金融機関ヒアリング結果比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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d)今後の課題 

 

 

 

 

 

 

3.5  中央省庁への技術説明と調査 

 

南アで PPP事業を実現するためには、中央省庁である National Treasuryの PPP Unitに

よる PPP承認を得る必要がある。 

 州や地方自治体のインフラプロジェクトの補助金を付与している CoGTA(Cooperative 

Governance Traditional Affairs http://www.cogta.gov.za/) と面談。CoGTA からは

MIG(Municipal Infrastructure Grant)という南ア最大の自治体向けの Grant について紹介

があった。なお、自治体の水行政については、Metropolitan（ダーバン市はこのカテゴリ

に含まれる）レベルについては自治体に十分力があり CoGTA などの中央省庁の力は必要な

いと発言があった。表 6に中央省庁ヒアリング結果をしめす。 

本節には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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表 6 中央省庁関連部署ヒアリング 

 面談日 南アでの主な実績 PPPモデル ファイナンス その他 

SALGA 

( 南 ア 自

治体向け

技術・シ

ステムを

担当する

中 央 組

織) 

3/12/2015 南ア全 278自治体にむ

けた技術紹介や O&Mト

レーニング、プロジェ

クトの助言を実施。南

ア自治体による会費

で予算の 97%をカバ

ー。 

PPP Municipal Cycle は 必 ず

Municipaliyと一緒に PPP Unitと相

談すべき。少なくとも日立単独は

NG。 

eThekwini 市の RemixWater には

「 Regional Bulk Infrastructure 

Grant 」 が 使 え る 。 自 治 体 が

National Treasuryが申請する必要

がある。3年で予算が＄900mil。物

品購入、Civil、PPPにも活用可能。 

2022年にダーバン市が唯一立候補した Commonwealth 

Gameはこのプロジェクトのトリガーになると思う。 

NRW(漏水対策)が南アの大きな課題であり、予算も付

いていることに言及あり。 

DWS 

(水・衛生

省) 

3/13/2015  自治体へのアプローチは直接実施す

るのが良い。 

 

自治体に予算が無い場合は、

National Treasury の Regional 

Bulk Infrastructure Fund を薦め

る。自治他が National Treasury

に申請する必要がある。このプロ

セスに DWS が直接関与することは

無い。 

面談者は 2013年に JICAプログラムで来日経験あり。

日本の上下水技術に強い関心あり。 

去年 DWA から DWS と名称変更。対象が Water のみか

ら Water & Sanitationに広がり、権限が広がった。 

南ア政府としての注力分野は 1. O&M 2 安価な海淡 

3.AMD(鉱山廃水処理) 4.下水処理 

RemixWater は南アでは非常にポテンシャルがあるよ

うに思う。沿岸部の自治体には装置だけ作り電気代

が高いために運転せずもしくは、緊急時にしか運転

していない海淡が多数ある。 
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3.6  南アフリカにおける水インフラビジネスに関する外部委託調査 

 

本事業では、南アの PPP、水インフラ事業に関する調査を再委託することで、本普及促進活

動の内容の充実、今後のビジネス展開の加速化を見越した活動を行った。 

 

3.6.1 業者の選定 

 

業者の選定として、まずは調査内容について RFP(Request for Proposal)を作成し、3社

に提示。面談を経てプロポーザルを入手、その後プロポーザルの精査、面談を経て業者を

選定した。 

業者は南アのインフラ技術コンサルであるＦ社、グローバルにインフラ技術コンサルサ

ービスを展開するＧ社、南アにも事務所を持つＨ社の 3社を候補とした。 

 

3.6.1.1 調査内容 RFP の作成 

 

RFPとして下記内容を提示した。 

 

A. B-BBEEの改正点(2015年 5月 1日より改正された) 

B. 南アにおける海淡案件、PPP案件調査 

C. 南ア近隣国における DPR/IPR案件調査 

D. 南アダーバン市において RemixWater プロジェクトを実施する場合のアクションアイテ

ムとスケジュールサマリ 

E. 南アの水インフラ Value Chainに応じた地場企業調査 

 

本 RFPを各社に提示したのちに面談。各社の強みである分野が異なるため、RFPを元に各社

アレンジを依頼。なお、期限と予算は必達と伝達。 

 

3.6.1.2 プロポーザルの審査・業者の選定 

 

提出されたプロポーザルに対して、Ｆ社とＨ社とは 2 度の面談、Ｇ社はメールベースの

ディスカッションを行った。その結果、内容、費用、価格、経験全ての面で優位となった

Ｆ社を調査委託業者として選定した。下記表 7 にて 3社比較表をしめす。 
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表 7 委託調査業者比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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3.6.2 調査結果 

3.6.2.1 調査期間 

 

調査期間は、2015年 5月 18日(月)～9月 7日(火)であった。 

 

3.6.2.2  調査結果 

 

A. B-BBEEの改正点(2015年 5月 1日より改正された) 

 

B-BBEEの codes of Good Practice(適正実施基準) が 7要素から 5要素に変更となった。

それは政府の下記見解によるものである。1.今後 5 年間政府は少なくとも 75％は南アから

調達する。2.新産業、黒人産業の創出をより強化する。3.SME(a Small Medium Enterprise：

年間 10MIL Randから 50MIL Randの売上企業)企業の強化。 

これを受けた 5要素とポイントを表 8にしめす。 

 

表 8 B-BBEE要素とポイント 

Code 要素 Points Bonus Total 

100 Ownership 25 0 25 

200 Management Control 19 0 19 

300 Skills Development 20 5 25 

400 Enterprise & Supplier Development 40 4 44 

500 Socio-economic Development 5  5 

 Total Points available 109 9  

 With Bonus points   118 

 

この他重要事項を箇条書きで示す。 

 公共案件に関連する企業は自身の BEE コンプライアンスを持つ必要がある。 

 各企業エントリ EME(Exempted Micro Enterprises)、 QSE(Qualifying Small 

Enterprises)、Generic enterprises それぞれの売上レベルの変更 

 SPC(特定目的会社)を設立する上でも、Code of good practiceの準拠が求められ、

さらに南ア企業との JV(Joint Venture)も求められる＞ 

 

これらの Code of Good Practice のスコアリングの結果、企業は表 9 に示すレベルに分類

される。 
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表 9 BEEレベル分類 

BEE Status Qualification BEE Recognition Level 

Level 1 Contributor ≧ 100 points on the 

Generic Scorecard 

135% 

Level 2 Contributor ≧95 but ＜100 points on 

the Generic Scorecard 

125% 

Level 3 Contributor ≧90 but ＜95 points on 

the Generic Scorecard 

110% 

Level 4 Contributor ≧80 but ＜90 points on 

the Generic Scorecard 

100% 

Level 5 Contributor ≧75 but ＜80 points on 

the Generic Scorecard 

80% 

Level 6 Contributor ≧70 but ＜75 points on 

the Generic Scorecard 

60% 

Level 7 Contributor ≧55 but ＜70 points on 

the Generic Scorecard 

50% 

Level 8 Contributor ≧40 but ＜55 points on 

the Generic Scorecard 

10% 

Non-Compliant 

Contributor 

＜40 points on the Generic 

Scorecard 

0% 

 

B. 南アにおける海淡案件調査 

南アフリカでは、ダムなどの大型水インフラプロジェクトは給水対価収入と政府のグラ

ント(Municipal Infrastructure Grant や、Regional Bulk Infrastructure Grant)を原資

としたローンで実施されることが多く、PPP案件はあまり多くない。代表的な海淡案件を下

記に示す。 

Sedgefiled Desalination Plant(Knysna, Western Cape Province) 

サイト：Sedgefiled（Southern Capeの Knysna local municipalエリアにある） 

背景：2009 年の Karatra 川の枯渇により、Knysna Municipality が緊急対応としての導

入を決定。 

プロセス：SWROシステム(シングルパス) 

造水量：1.5MLD(1500m3/日) 

スケジュール：2009/10 : 入札、2009/12：導入(3ヶ月で導入決定) 

ファイナンス：財務省(National Treasury)からの Grant Fundによる Knysna Local  

Municipalityの予算。 
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C. 南アにおける PPP 調査 

Gautrain Rapid Rail Link 

概要：プレトリア、空港、ヨハネスブルグを結ぶ鉄道。 

Offtaker：ハウテン州 

プロジェクトコスト：R25 Billion(Financial Close 時)。当時のアフリカで最大の PPP イ

ンフラプロジェクト。 

スケジュール：2010 のサッカーワールドカップに合わせて開業 

 

Polokwane Hospital renal dialysis service 

概要：南アフリカではじめての病院 PPP。企業が 100%の臨床サービスを提供。この後の南

アでの病院 PPPはこの例を真似たものが多い。 

 

Port Alfred and Settlers hospital 

概要：Eastern Cape 州の病院 PPP。企業はインフラと施設管理を提供し、州は一部の臨床

サービスを提供。この地域にはリタイアした医療スタッフが多かったため成立した。 

 

SanPark concessions 

概要：南アフリカではじめてのツーリズム PPP。 

 

D. 南アと近隣国における DPR/IPR案件調査 

本技術は下水再生プロセスを活用するため、南ア、その周辺国における DPR/IPR 案件が

前例として参考となるため調査した。 

 

New Goreangab Reclamation Plant, Windhoek, Namibia 

概要：ナミビアは 80％が砂漠エリアであり水不足が深刻である。そこで首都の Windhoekで

は 60 年にわたり DPR を実装している。”旧”Goreangab 再生水プラントは表層水と下水処

理水をの混合水を処理していた。ナミビアでは 1968年から 1997年までの水不足のなかで、

1997年には Windhoakの水の 18%をこのプラントで賄っていた。そのあと、プロセスの改善、

増設、3 ヶ月の試運転を経て、2002 年に新 Goreangan Water Reclamation Plant として創

業を開始した。図 7に Windhoakの水源と配水システムを示す。 

造水量：7500m3/日で、現在の Windhoek水需要の 35%を賄っている（水不足の時期では 50%）。 

オペレーター：the Windhoek Goreangab Operating Company Ltd. 
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図 7 Windhoakの水源と配水システム 

（出典：Lahnsteiner, J., Lempert, G., Kim, I., Cho, J., & Kim, S. (2007). Water management in Windhoek, 

Namibia. Water Science & Technology, 55(1-2), 441–44.） 

 

 

図 8 Windhoak再生水プラントの(a)旧システムのフロー (b)現システムのフロー 

(出典:du Pisani,P.L. (2005)”Direct Reclamation of Potable Water at Windhoek’s Goreangab 

Reclamation Plant,”pp.193-202, in S.J Khanm, M.H.Muston, and A.I Schafer(Eds.) Integrated Concepts 
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in Water Recycling 2005, University of Wollongong, Wollongong, Australia. 

Lahnsteiner,J., and G.Lempert(2005).”Water Management in Windhoek/Namibia.”IN:Proceedings of 

the IWA Conference, Wastewater Reclamation & Reuse for Sustanability, 2005, Jeju,Korea.) 

 

図 8に旧システムフローと現システムフローを示す。新システムフローでは UF膜を導入

している。本設備では水質は WHOを基準とし、4時間ごとに採水・分析をしており、サイト

見学も積極的に受け入れて住民の理解向上に努めている。本設備では Public Acceptance、

オペレータのトレーニングも積極的に実施した。 

 

Beaufort West, Western Cape州 

 Beaufort West Water Reclamation Plant は南アフリカで初めての DPR。Beaufort West 

Municipality に設置。3 つの街に人口 40000 人が居住。水源の Gamka Dam が 2009-2010 に

水不足になったことが原因。造水量は 2100m3/日であり 2011 年 1 月に運転開始。プロジェ

クトは 20 年の運転の DBO であり、公共入札により Water & Wastewater Engineering が受

注。プロジェクトコストは 42 Mil Rand。図 9 に Beaufort West再生水プラントプロセスを

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 Beaufort West再生水プラントプロセス 

 

ここでは、再生水プラントの水と浄水場からの水を 1:4 の割合でブレンドし、直接配水

している。水質は南アフリカの水質基準 SANS241(Class 1 Potable Standard)に準拠し、毎

年 SANS241 準拠か否かのモニタリングを実施している。その他、下水処理場施設内のモニ

タリングとして管理者による週 2 回のモニタリング、外部分析機関による付き 1 回のリン

と大腸菌検査が実施されている。Beaufort West再生水プラントのモニタリングとして、コ

ントラクタによる毎月のラボテスト、オンラインセンサによる連続モニタリングが実施さ

れている。現時点では、微量汚染物質（micropollutants）の分析は高価なため実施されて

いないが、将来的には Umgeni Waterの試験プログラムとして入る予定である。 

 本プロジェクトの住民受容（Public participation）には、特にボトル水を購入できな
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い層から「病気になるのでは？」と反対が大きく、同時に人種差別ではないかという議論

にまで広がったが、水不足を緩和する手段が他にないことから、再生水プラントの利用は

すぐに受け入れられた。住民受容はわかり易い EIA と住民との対話戦略がもたらしたもの

で、この戦略には地元紙へのプロジェクト掲載、水質分析結果の地元紙への掲載、プラン

トへの学校ツアー、学会発表、地元の政治団体からのサポート、そして自治体の透明性が

含まれる。 

その他の再生水プロジェクトとして、DWA が 2011 年に実施した調査結果を表 10 に示す。

工業用水や鉱山向け案件がほとんどであるが、Emalahleni Municipality や、Steve Tshwane 

Municipalityなどでは飲用向けの再生プロジェクトが予定されていることがわかる。 

 

表 10 南アフリカでの下水再生プロジェクト（DWA,2011） 
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E. 南アにおける自治体向けの DPR/IPRプロジェクト 

 

南アにおける自治体向けの DPR/IPRプロジェクトの推進方法として下記の手順が示された。 

STEP1. プロジェクト全体の実現可能性調査 

  ニーズの把握、水質の検討、サイトの検討、適切な事業者、関係者の選定、顧客から

の成果承認 

STEP2. EIA(環境影響調査) 

  適切な Specialist Studyの実施、住民同意の獲得、必要なライセンスの取得 

STEP3. パイロットプラント 

  資金の獲得、設備の検討、設計、建設、運転と顧客からの承認取得 

STEP4. フルスケールプラントへのアップグレード 

  資金の獲得、ビジネスモデルの構築、サイト確保と整備、設備検討、設計、建設、運

転、顧客からの承認獲得。 

 

F. 南アの水インフラ Value Chainに応じた地場企業調査 

 

 

 

 

 

 

4.事業の成果 

 

本事業では計 6 回の現地活動と、日本国内でのいくつかの活動を経て以下に示す成果が得

られた。 

 

4.1 ダーバン市における本技術導入の見通し 

 

技術セミナーでは、数多くのダーバン市の職員が出席し、十分に技術を理解した。この

結果を受け、ダーバン市は事業性調査、実証機による技術実証の強い希望を表明し、2015

年度からはダーバン市からの希望で事業性調査を開始できた。現在事業性調査を実施中で

あるが、2015 年 11 月にはダーバン市議会から実証装置による実証試験についても承認を

得た。商用段階においては、ダーバン市は PPP スキームを活用した本技術の導入を希望し

ている。図 10 に財務省が定めた南ア PPP 承認プロセスを示す。 

 

 

本節には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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図 10 南ア PPP 承認プロセス（財務省規定） 

(出典：Municipal Service Delivery and PPP Guidelines) 
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自治体向けの PPP は MFMA(Municipal Finance Management Act)No.56 of 2003 に定

めてあり、自治体はこのプロセスを踏襲する必要がある。ダーバン市もこれを認識してい

る。図 11 にダーバン市の省エネ海水淡水化システムプロジェクトにおける PPP スキーム

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 ダーバン市省エネ海水淡水化システムプロジェクトにおける PPP スキーム 

 

 

 

4.2 南アにおける PPP 水インフラプロジェクトのファイナンス 

 

 

 

 

 

 

4.3 南アにおける水インフラビジネス 

 

金融機関や外部委託調査を通じて、南アにおける水インフラビジネスの有効性について

見通しを経た。 

本図には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 

本節には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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5.今後のビジネス展開 

 

本事業では省エネ海水淡水化システム「RemixWater」をダーバン市に導入し水インフラ

建設・給水事業に参入してビジネスを行うと共に、南アフリカ共和国における日立の水イ

ンフラビジネスの拡大のきっかけとすることを目的とした普及促進活動を実施した。図 12

に GWI(Global Water Intelligence)による技術別海水淡水化市場規模予測を示す。 

 

図 12 技術別海水淡水化市場規模予測(GWI) 

 

GWI予測では、SWRO 膜方式による海水淡水化は 2020まで年率 5～7%の市場の伸びが予測

されており、SWRO膜方式による海水淡水化が適応できる地点に適応可能な本技術も普及可

能である。 

前章でのべたように、ダーバン市とは将来の PPP事業を見越した会話とそれに関連する

活動をすすめているが、今後は以下のようなビジネス展開を検討している。なお、ターゲ

ットとする案件は、日立が外部調査機関を通じて独自に調査したマーケット情報より、具

体的な案件を抽出した。 

 

①南アフリカ国内 

 

 

 

 

 

本節には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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図 13 省エネ海水淡水化システム普及計画 

  

本業務実施後の事業を通じ期待される開発効果としては、さらなる低コスト化達成の可能

性がある。本業務実施後にダーバン市において実証試験を計画しているが、この実証試験

を通じ、運転方法の最適化、薬品注入の最適化を図り、低コスト化に努める。低コスト化

を達成することで、発展途上国での導入可能性を向上できる。 

 現地 ODA事業との連携可能性としては、現在 ODAで検討されている海水淡水化プロジェ

クトに適応できる可能性がある。南アフリカは 2015年度は卒業移行国に分類されているた

め、ODAの適応は難しいかもしれないが、将来の商用化について PPPによる事業実施を検討

する場合に、「事業運営権に対応する無償資金協力」の活用を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本図には調査上・事業上の秘匿情報を含むため、本報告書には掲載しない。 
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補足資料 1：セミナー資料 

2014 年 10 月 24 日に市の職員向けに開催した技術紹介セミナーでのスライドのうち、顧客

情報などの非公開情報以外の部分を示す。なお、顧客情報が含まれる資料については割愛

する。 

Ａ．技術・プロジェクト紹介スライド 
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補足資料 2：南ア銀行概要 

南アフリカの地場銀行は 4大銀行＋1という形で一般的に表現される。4大銀行とは、ABSA、

NedBank、FirstRandGroup、StandardBank であり、+1 は Investec である。以下 4 大銀行+

１を纏めたドキュメントを補足資料として示す。 
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